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（参考）建設業を取り巻く現状について



出典 ： 2015年までは総務省統計局「国勢調査」、
2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2017年３月） ※出生中位・死亡中位推計

総人口と高齢化率の推移
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○ 生産年齢人口（15～64歳人口）は1995年をピークに減少し、総人口も2010年をピークに減少。
○ 2053年には総人口が１億人を割り込む見込み。

（2053年）
9,924万人
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平成37年（2025年）には、平成
22年（2010年）と比べて全ての
地域で人口が減少

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2013年３月）

地域別総人口と指数（2010年＝100）

注）指数とは、2010年の総人口を100としたときの総人口の値のこと

東北・四国では総人口が
１割以上減少する見込み

地域別総人口とその減少率

地域
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（年度）出所：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については2014年度まで実績、2015年度・2016年度は見込み、2017年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。2011年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について2010年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の1992年度：約84兆円から2010年度：約41兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
2017年度は約55兆円となる見通し（ピーク時から約35％減）。

○ 建設業者数（2016年度末）は約47万業者で、ピーク時（1999年度末）から約23％減。
○ 建設業就業者数（2017年平均）は498万人で、ピーク時（1997年平均）から約27％減。

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移
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就業者数のピーク
685万人（1997年平均）

就業者数
ピーク時比
▲27.3%

498万人
（2017年平均）

465千業者
（2016年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲22.6%

建設投資
55.0兆円

建設投資
ピーク時比
▲34.5％

許可業者数のピーク
601千業者（1999年度末）

建設投資のピーク
84.0兆円（1992年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者
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○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 498万人（H29）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 31万人（H29）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  331万人（H29）

○ 建設業就業者は、55歳以上が約34％、29歳以下が約11%と
高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成28年と比較して

55歳以上が約3万人増加、29歳以下は約1万人減少。

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成２３年データは、東日本大震災の影響により推計値。）

建設業就業者の現状
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年齢階層別の建設技能者数・建設業への入職状況
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○建設業への入職者数は近年増加傾向にあるものの、Ｈ７年のピーク時からは遠い水準
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年齢階層別の建設技能者数
出所：総務省「労働力調査」（H29年平均）をもとに国土交通省で推計
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○60歳以上の技能者は全体の約４分の１を占めており、10年後にはその大半が引退することが見込まれる。
○これからの建設業を支える29歳以下の割合は全体の約10％程度。若年入職者の確保・育成が喫緊の課題。

（万人）

建設業への入職状況
出所：学校基本調査（文部科学省）をもとに国土交通省で作成



地域別の建設業就業者数の推移

出典：総務省「労働力調査」
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地方部での将来の建設技能者の状況

関東ブロック 東北ブロック

出所：H27.7.28 労働政策審議会 建設専門委員会 資料

将来の技能者不足は地方の方がより深刻

中堅層（団塊ジュニア世代）の技能者が大都市圏に集中 団塊世代の技能者が多い リタイア後、技能者数が大きく減少
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建設業男性全労働者等の年間賃金総支給額の推移

参考：
（資料）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
※年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

建設業男性
全労働者

建設業男性
生産労働者

2012年 2017年 上昇率
3915.7 千円 4,449.9 千円 13.6%
4831.7 千円 5,540.2 千円 14.7%
4478.6 千円 4,703.3 千円 5.0%
5391.1 千円 5,527.2 千円 2.5%
5296.8 千円 5,517.4 千円 4.2%全産業男性労働者

建設業男性生産労働者

建設業男性全労働者

製造業男性生産労働者

製造業男性全労働者

（千円）
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製造業との賃金水準の比較

賃金水準の比較 出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

〇建設業（職別工事業男性生産労働者）の賃
金は近年上昇傾向にあり、年間賃金の前年
からの伸び率は約５％と製造業と比べても
高い伸び率。

〇一方で、製造業と比べて１割程度低い賃金
水準となっている。

9

○製造業の賃金のピークは50～54歳であるこ
とに対し、建設業の賃金ピークは45～49
歳。

○賃金カーブのピーク時期が製造業よりも早
く到来する傾向があり、40代前半でピーク
の水準に到達していることから、現場の管
理、後進の指導等のスキルが評価されてい
ない可能性。
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年齢階層別の賃金水準 出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
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◯ 建設工事全体では、約半数が４週４休以下で就業している状況。

出典：日建協「2016時短アンケート」を基に作成

【建設業における休日の状況】現在4週8休は
1割以下
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※建設工事全体には、建築工事、土木工事の他にリニューアル工事等が含まれる。

（％）
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建設業における離職状況（３年目までの離職率）

平成２６年３月卒

出所：厚生労働省「新規高校卒業就職者の産業別離職状況」「新規大学卒業就職者の産業別離職状況」

平成２７年３月卒

平成２８年３月卒

※平成29年9月発表分のため、平成27年3月卒は3年目の離職者、平成28年3月卒は2,3年目の離職者が存在しない
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○ 建設業の離職率は他産業よりも高く、年々改善しているものの、特に１年目の割合が高くなっている。
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上段：「定着達成」企業（N=2249）

下段：「定着未達」企業（N=1228）
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2.8

2.8

5.6

7.9

6.2

9.6

6.2

1.1

1.1

2.8

3.4

11.8

0.0

0 20

休みが取りづらい

労働時間が他の職業に

比べて長い

作業がきつい

作業に危険が伴う

作業環境が悪い

遠方の作業場が多い

社会保険の加入率が低い

福利厚生が乏しい

現場での人間関係が難しい

労働に対して賃金が低い

ひと月の仕事量によって

賃金額が変動する

雇用が不安定である

将来のキャリアアップの

道筋が描けない

入職前のイメージとの

ギャップがある

技能・技術の習得が乏しい

体の不調・体力的な問題

会社都合（倒産・リストラ等）

その他

無回答

(%)

企業　若年技能労働者が定着していない理由

「定着未達」企業

（N=1122）

23.5

16.8

42.7

11.9

11.6

4.8

6.5

24.9

24.2

12.7

8.2

6.8

13.7

21.2

40.8

10.7

4.4

4.7

19

0204060

休みが取りづらい

労働時間が他の職業に

比べて長い

作業がきつい

作業に危険が伴う

作業環境が悪い

遠方の作業場が多い

社会保険の加入率が低い

福利厚生が乏しい

現場での人間関係が難しい

労働に対して賃金が低い

ひと月の仕事量によって

賃金額が変動する

雇用が不安定である

将来のキャリアアップの

道筋が描けない

入職前のイメージとの

ギャップがある

技能・技術の習得が乏しい

（若年技能労働者の）

職業意識が低い

技術が身についたら

独立する、家業を継ぐ

その他

無回答

(%)

出典：厚生労働省「雇用管理現状把握実態調査（平成26年度）」出典：厚生労働省「雇用管理現状把握実態調査（平成24年度）」
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